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（注１）23年表の基本方針は、平成22年11月～12月にかけて検討

（注２）参考試算値は、一次ＣＴが出そろわないと演算できない

（注３）具体的には、作成方針、部門の最終調整、インフレータの作成・調整など

（注４）作業の前倒しにより、27年度以降のスケジュールについて、繰り上げを模索
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平成25年９月19日・第12回産業連関技術会議

２７年度

　　　　産業連関表 作成作業スケジュール（平成23年表の今後の見通しと作業の一部見直し）

２８年度２４年度 ２５年度
主な業務区分

２６年度

６年度目作成対象年 ２年度目 ５年度目３年度目 ４年度目

２３年度

【作業の前倒し①】 
 従前、確報の作業終了後に行っていた

接続表の部門設定について、基本要綱

中の「部門別概念・定義・範囲」に基づき、

整理 
（接続表の業務密度を軽減、公表の早期

化も視野） 

現時点 

 【作業の前倒し②】 
 従前、速報の作業が収束するのを待って

行っていた付帯表等の推計を、速報の計数

調整と並行させる。 
 
 具体的には・・・ 
・ 取引基本表と付帯表（固定資本マトリック

スや雇用表など）間において整合しなけれ

ばならない取引額を調整 
 
・ 速報では公表対象ではない詳細な項目

や内数について、取引基本表内での大小

関係なども視野に入れて調整 
（今回、付帯表ではなく統合中分類表の一

つとして扱う輸入表の関係） 

27年度から28年の初めにかけて、平成27年表の作業が並行する。 

計数調整会議の開始までの段

階で、作業内容の整理を図るこ

とで、従前５か月を要している計

数調整期間の短縮を模索 


